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はじめに                         

１ なぜ文化財を守るのか（文化財保護の必要性） 

豊かな自然と景観に恵まれた山形県には、数多くの文化財が伝えられています。 

文化財は国や県、市町村によって指定されているものだけではなく、地域のお堂

や鎮守のお社、その中に安置されている仏像や神像、その家の歴史が記録されてい

る古文書、地域で行われているお祭りや民俗芸能、伝統的な郷土食など、私たちの

すぐ身近に存在しています。また、人間の文化的な活動によって生み出されたもの

だけではなく、動物や植物、地質鉱物などの自然や景観も文化財として捉えられて

おり、私たちの生活のあらゆる基盤といっても過言ではありません。 

文化財は、それぞれの土地に根ざして、長い年月をかけ、幾世代もの人々によっ

て育まれてきたものであり、まさに「山形らしさ」の源です。私たちは文化財を通

して、地域の歴史や文化、さらには魅力や特徴を知ることができます。 

残念ながら、災害時にこのことを実感する場合が多く、東日本大震災では、多数

の地域が大きな被害を受けましたが、地域の復興のために力となったのは、地域の

お祭りや民俗芸能でした。普段は気にも留めない文化財が、地域を形成するうえで

重要なものであると改めて気付かされました。文化財には、災害などで困難な状況

に置かれた人々や地域が回復に向かう際の拠り所になること、また、歴史や文化を

通じた人々のつながりを生み出すことで、社会のレジリエンス1を高める力がありま

す。 

このような災害を始め、戦乱や盗難、経済的困難、劣悪な環境などから文化財が

守られてきたのは、幾世代にわたる所有者等による継承のための尽力があったから

こそです。本大綱の策定に当たって本県が実施した文化財保護実態調査2（以下、

「県実態調査」という。）では、約８割の県指定文化財所有者等が、文化財は「次

の世代に継承していかなければならない宝物」と回答しています。 

現在、文化財を取り巻く環境は変化し、厳しさを増しています。今を生きる私た

ちは、ともに連携して、「山形らしさ」の根源である文化財を、しっかりと未来へ

つないでいくことが求められています。 

 

 

 

 
1 困難や脅威に直面した個人が、健全な状態を回復する手助けとなるような社会的仕組みのこと。 
2 令和２年（2020 年）10 月１日 山形県調査（調査の詳細については、第２章を参照）。 
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２ 文化財を取り巻く環境の変化 

 現在、本県を始め日本社会は、様々な変化の中にあります。今後の文化財保護行

政の推進の方向性を検討するに当たっては、次のような文化財を取り巻く環境や社

会情勢の変化をしっかりと踏まえる必要があります。 

 

⑴ 人口減少及び少子高齢化の進行 

日本の人口は、平成 20年（2008年）をピークに減少局面に入っています。未婚

化や晩婚化等による出生数の減少に歯止めがかからず、死亡数が出生数を上回っ

ていることが要因となっています。 

本県では、平成 27年（2015年）10月に策定した「山形県人口ビジョン」（令

和７年３月改訂）において、本県の人口の現状を分析しています。それによる

と、本県の総人口のピークは昭和 25年（1950年）の約 136万人でした。1950年

代後半から 1970年代前半まで人口減少傾向が続き、1970年代半ばから増加傾向に

転じたものの、その後、1990年代に入り再び減少に転じ、その傾向が続いていま

す。 

年齢区分別では、年少人口(0-14歳)は 1940年代から減少し、生産年齢人口(15-

64 歳)も 1980年代から減少に転じています。老年人口(65歳以上)は、平均寿命の

伸長、団塊の世代の高齢化などから一貫して増加を続けており、1990年代には年

少人口を上回っています。 

人口減少及び少子高齢化が進行することで、地域経済や地域医療、介護・福祉

などへの影響が指摘されていますが、文化財の継承についても担い手の確保が困

難になるなど様々な影響が及んでいます。県実態調査では、「過疎化・高齢化が

進んでいて地域社会が衰退している」の回答は、全ての文化財種別を通して最も

多く、市町村に対する調査においても同様の結果でした。一方、元気な高齢者に

よる活動も活発化しており、新たな担い手層となる可能性も期待されています。 
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⑵ 人々のライフスタイルや価値観の変化 

交通や情報通信技術の急速な進展により社会のグローバル化が進み、人々のラ

イフスタイルや価値観は多様化しています。また、日常的に使用する衣食住に関

する道具や製品についても、工業化により高品質なものを誰でも安価に入手する

ことが可能になる一方、均質化が進んで地域の特質が失われつつあります。 

ライフスタイルの変化がもたらした人々の価値観の多様化による、地域の歴史

や文化への影響は避けられません。県実態調査では、「地域の歴史・文化への関

心が希薄になっている」の回答は、特に無形文化財や無形の民俗文化財など人そ

のものが持つ「わざ」に関する文化財において、多く見られました。市町村につ

いても、約半数から同様の回答がありました。 

一方で、若年者の一部には、歴史文化を活かした地域活動に参加したり、地域

の歴史や文化、自然に魅力を感じて移住・定住したりするなどの動きもあり、若

年者が文化財の継承の新たな担い手層となる可能性が期待されています。 

 

⑶ 自然災害の増加と防災意識の高まり 

近年、気候変動の影響により、水害、土砂災害、暴風、大雪などの気象災害が

頻発化、激甚化し、地震や津波は広範囲に甚大な被害をもたらすなど、自然災害

は私たちの暮らしに大きな影響を及ぼしています。政府では、東日本大震災の教

訓を踏まえ、平成 25年（2013年）12月に強くしなやかな国民生活の実現を図る

ための防災・減災等に資する国土強靱化基本法を制定し、国土強靱化の取組みを

推進してきました。令和５年（2023年）７月には「国土強靱化基本計画」（平成

26年（2014年）６月策定、平成 30年（2018年）12月変更）を近年の災害から得

られた教訓や社会経済情勢の変化等を踏まえ、見直しました。 

本県においても平成 28年（2016年）３月に「事前防災及び減災等のための山形

県強靱化計画」を策定し、致命的な被害を負わない強さと速やかに回復するしな

やかさを備えた強靱な県土づくりの取組みを推進してきました。令和３年（2021

年）３月には、本計画を見直し、「起きてはならない最悪の事態」の１つとして

「貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等による有形・無
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形の文化の衰退・損失」が新たに設定されたことを受けて、文化財の実情に応じ

た適切な保存や防災対策等を進めることが示されています。 

自然災害は、県民生活や社会経済活動にとどまらず、文化財の保存と活用にも

大きな困難をもたらすことから、文化財の防災は重要性を増しています。 

 

⑷ 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の推進 

ＳＤＧｓ（エスディージーズ）とは、「Sustainable Development Goals（持続

可能な開発目標）」の略称で、平成 27年（2015年）9月の国際連合サミットで採

択された、令和 12年（2030年）までの達成を目指す国際社会全体の目標です。 

「住み続けられるまちづくりを」など 17のゴールと、「世界の文化遺産及び自

然遺産の保護・保全の努力を強化する。」など 169のターゲットから構成され、

経済・社会・環境をめぐる広範な課題に総合的に取り組むこととされています。 

本県でも「第４次山形県総合発展計画」において、山形ならではの特性・資源

の価値を評価・活用して本計画を推進することにより、ＳＤＧｓ実現に貢献して

いくこととしています。 

県指定文化財所有者等に対する県実態調査では、無形文化財や無形の民俗文化

財の保持者・保存会等の多くが「文化財や地域の歴史文化の魅力を活かした地域

づくりをしていく必要がある」と回答しており、特に祭りや民俗芸能を通して歴

史文化を活かした地域づくりの取組みが活発化している地域があります。また、

市町村に対する調査でも、23市町村が同様に回答しており、地域の宝として地域

コミュニティの持続に資する文化財の重要性は、より一層高まっています。 

 

⑸ デジタル化の推進 

行政運営や社会経済活動全般において最新のデジタル技術を活用し、既存のビ

ジネスプロセスの効率化やコスト削減などの取組みが進められており、政府で

は、令和３年（2021年）９月にデジタル庁を発足し、デジタル社会形成に向けた

動きを本格化させています。 

本県においても、令和８年（2026年）３月に「Yamagata幸せデジタル化構想」

（令和３年（2021年）３月策定、令和４年（2022年）10月改訂）をアップデート

した「やまがた県民幸せＤＸビジョン」を策定し、本県を取り巻く社会課題を解

決・軽減し、県民一人ひとりが幸せを実感できる持続可能な社会を実現していく

ため、進展するデジタル技術を最大限活用し、社会変革を促す「デジタルトラン

スフォーメーション（ＤＸ）」を重点的に推進することとしています。そのため

の取組みの方向性の１つとして、社会教育施設や文化施設におけるデジタル化の

推進等が示されています。 
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⑹ 観光立国及び観光立県の展開 

政府は、平成 19年（2007年）１月に観光立国推進基本法を施行し、観光を我が

国の重要な政策の柱として位置づけ、取り組んでいます。 

本県においても、平成 26年（2014年）４月に施行された「おもてなし山形県観

光条例」に基づき、「おもてなし山形県観光計画」（平成 27年（2015年）３月策

定）及び「第２次おもてなし山形県観光計画～beyond2020～」（令和２年（2020

年）３月策定、令和４年（2022年）５月一部改定）を策定し、具体的施策を展開

してきました。また、令和７年（2025年）３月には、観光による交流人口の拡大

を図り、本県経済を持続的に発展させるとともに、魅力ある活力に満ちた地域社

会を築く「『観光立県山形』の確立」を実現するため、「第３次おもてなし山形

県観光計画」を策定し、さらに取組みを進めているところです。 

この中の具体的施策の１つとして、出羽三山に代表される精神文化や、四季

折々に表情を変える豊かな自然、県内全市町村に湧き出る温泉等など、本県が世

界に誇る多様な観光資源について、「それらの資源が持つ歴史・ストーリーを深

く学ぶ」、「地域の人々と繋がり、触れ合いながら実体験し、その空気感・世界

観に直に触れる」など、「世界中で山形でしか味わえない本物の体験」にアップ

デートした、「第２のふるさと」として何度も訪れてもらえる観光コンテンツと

して県内各地で造成する取組みを促進していくこととしています。 

一方で、県指定文化財所有者等及び市町村に対する県実態調査では、「観光客

が増加しており文化財のニーズが高まっている」の回答は、少数に留まる結果と

なりました。 
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第１章 大綱の策定にあたって                

 

１ 大綱策定の趣旨 

県では、昭和 26 年（1951 年）施行の山形県文化財保護条例に基づき、文化財保護

行政を推進してきました。その間、条例については、昭和 30 年（1955 年）の全部改

正のほか、法の改正や時代の変化に応じて改正を行い、文化財保護の枠組みを整えて

きました。 

また、平成 25年（2013年）には「未来に伝える山形の宝」登録制度3を創設し、地

域で行われている文化財の継承に関する取組みを支援しています。

近年、政府においては、急速に進んでいる過疎化・少子高齢化を背景として、これ

からの時代の文化財の継承の在り方に係る議論が行われ、これまで価値付けが明確で

なかった未指定文化財を含めた文化財をまちづくりに活かしつつ、地域社会総がかり

でその継承に取り組んでいくことが重要であると、文化審議会において示されました
4。この流れを受け、平成 30年（2018年）６月に文化財保護法及び地方教育行政の組

織及び運営に関する法律の一部が改正（平成 31 年(2019 年)４月施行）され、都道府

県による文化財保存活用大綱の策定や市町村による文化財保存活用地域計画（以下

「地域計画」という。）の作成、文化財保護業務の首長部局への移管等の具体的措置

の新設によって、地方文化財保護行政の推進力の強化が図られました。 

県においては、文化行政を知事部局が一貫して総合的に取り組むことによって、伝

統的な文化の保護・継承、文化芸術の振興、さらには、地域づくりや観光振興等の幅

広い施策につなげていくために、令和２年（2020年）４月に文化財保護業務を教育庁

から知事部局へ移管しました。こうした知事部局における文化行政の一元化を図った

体制整備は全国的にも早期で、東北地方では最初に着手しています。 

この「山形県文化財保存活用大綱」（以下「大綱」という。）は、本県の文化財の

保存と活用に関する方向性を示すことにより、市町村や関係機関・団体と連携してこ

れらの取組みを進めることを目的に策定します。  

 
3 地域にのこる有形・無形の様々な文化財（山形の宝）を保存・活用する取組みを、「未来に伝える

山形の宝」として登録・推進することで、文化財の保護を図るとともに、郷土に対する誇りと愛着を

育み、地域活性化や新たな交流の拡大につなげていくことを目的とするもの。 

4 平成 29 年（2017 年）12月、国の文化審議会が「文化財の確実な継承に向けたこれからの時代にふ

さわしい保存と活用の在り方について」を文部科学大臣に答申。 
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年度 西暦 国  内 山形県内 

明治 4 1871 古器旧物保存方の太政官布告  

明治 30 1897 古社寺保存法制定 
「絹本著色毘沙門天像」（米沢市／上杉神社）
「木造観世音菩薩立像」（山形市／吉祥院）
が県内で初めて国の文化財に指定 

大正 8 1919 史蹟名勝天然記念物保存法制定  

大正 14 1925  山形県史蹟名勝天然記念物調査の実施（昭和
16 年まで継続） 

昭和 4 1929 国宝保存法施行  

昭和 8 1933 重要美術品等ノ保存ニ関スル法律制定  

昭和 24 1949 法隆寺金堂壁画の焼損  

昭和 25 1950 
文化財保護法制定 
文化財保護委員会の設置 

山形県文化財調査の開始（昭和58年まで継続） 

昭和 26 1951  山形県文化財保護条例施行 

昭和 29 1954 
文化財保護法改正（無形文化財に関する制度
の充実、民俗資料に関する制度の充実、埋蔵
文化財に関する制度の充実等） 

 

昭和 30 1955  山形県文化財保護条例全部改正 

昭和 36 1961 消防法施行令施行  

昭和 39 1964  
山形県総合学術調査の開始(平成 4 年まで継
続) 

昭和 41 1966  山形県文化財保護条例一部改正 

昭和 43 1968 
文化財保護法改正 
文化庁発足・文化財保護審議会の設置 

 

昭和 46 1971  山形県立博物館の開館 

昭和 47 1972  図録『山形県の文化財』刊行 

昭和 50 1975 

文化財保護法改正（歴史資料分野の創設、民俗
文化財に関する制度の充実、伝統的建造物群保
存地区制度の創設、文化財保存技術の制度の創
設、埋蔵文化財に関する制度の整備等） 

 

昭和 51 1976  

山形県文化財保護条例一部改正 
山形県文化財保護事業費補助金交付規程制定 
県立博物館附属施設として自然学習園・琵琶沼
（山辺町畑谷）を開設 

昭和 55 1980  県立博物館分館として教育資料館が開館 

平成 5 1993  県立うきたむ風土記の丘考古資料館の開館 

平成 7 1995  山形県郷土館「文翔館」の開館 

平成 8 1996 文化財保護法改正（登録制度の創設等）  

平成 11 1999 
文化財保護法改正（都道府県・指定都市への
権限移譲等） 

 

平成 14 2002  図録『山形県の文化財』改訂 

平成 16 2004 
文化財保護法改正（民俗文化財の保護範囲の
拡大、文化的景観制度の創設、登録制度の拡
充等） 

 

平成 17 2005  山形県文化財保護条例一部改正 

平成 19 2007  山形県文化財保護条例一部改正 

平成 25 2013  「未来に伝える山形の宝」登録制度の創設 

平成 27 2015 日本遺産の認定制度の開始  

平成 28 2016  

ユネスコ無形文化遺産として「新庄まつりの山車
行事」（「山・鉾・屋台行事」の１つ）が県内で
初めて登録 
「自然と信仰が息づく『生まれかわりの旅』～樹
齢300年を超える杉並木につつまれた2,446段の
石段から始まる出羽三山～」が県内で初めて日本
遺産に認定 

平成 29 2015 文化芸術基本法施行  

平成 30 2018 
文化財保護法改正（文化財の保存・活用のた
めの計画制度の創設、文化財保護行政の首長
部局への移管可能等） 

山形県文化基本条例施行 

令和 2 2020 
文化観光拠点施設を中核とした地域におけ
る文化観光の推進に関する法律施行 

山形県文化財保護条例一部改正 
文化財保護業務の知事部局移管 

令和 3 2021 
文化財保護法改正（無形文化財の登録制度の
創設、地方における登録制度の法定化等） 

山形県文化財保護条例一部改正 

表１ 文化財保護行政の主な歩み 
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２ 大綱の位置付け 

大綱は、法第 183条の２第１項に基づき、本県の文化財の保存・活用の方向性を

示すものとして策定するものです。大綱の策定に当たっては、県の長期総合計画で

ある「第４次山形県総合発展計画」（令和２年（2020年）３月策定）のほか、以下

の県の諸計画との一体性及び整合性を図りました。 

◇県の文化芸術の振興に関する総合計画である「第２期山形県文化推進基本計画

～未来につなぐ、広がる、やまがたの文化～」（令和６年（2024年）３月策

定） 

◇観光立県の確立に関する基本計画である「第３次おもてなし山形県観光計画」

（令和７年（2025年）３月策定） 

◇県の教育に関する総合計画である「第７次山形県教育振興計画」（令和７年

（2025年）３月策定） 

◇県の防災に関する総合計画である「事前防災及び減災等のための山形県強靱化

計画」（令和３年（2021年）３月改定） 

そのほか、国連が定める「持続可能な開発目標（SDGｓ）」に配慮します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２期山形県文化推進基本計画 

～未来につなぐ、広がる、やまがた

の文化～ 

第３次おもてなし山形県観光計画 

第７次山形県教育振興計画 

事前防災及び減災等のための山形県

強靱化計画 

図４ 
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３ 対象とする文化財等の範囲 

大綱では、文化庁による「文化財保護法に基づく文化財保存活用大綱・文化財保

存活用地域計画・保存活用計画の策定等に関する指針」5に基づき、指定等の有無に

かかわらず、次に掲げるものを広くその対象とします。 

◇法第２条で規定されている６つの種別 

有形文化財、無形文化財、民俗文化財、記念物、文化的景観、伝統的建造物群 

◇上記以外のもの 

埋蔵文化財、文化財の保存技術 

 このほか、現在は必ずしも文化財に該当すると言えないものであっても、それぞ

れの地域にとって重要であり、次世代に継承していくべきと考えられる文化的所産

についても、広くその対象として捉えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
5 平成 31 年（2019 年）３月４日付け 30 文庁第 1123号文化庁次長通知。令和３年（2021 年）６月 14

日付け３文庁第 577 号文化庁次長通知により一部変更。 

図５ 
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４ 大綱の構成 

県では大綱の策定に当たり、初めに、本県における文化財の保存と活用に関する

現状と課題の把握を行いました。文化財の種別ごとの特徴や差異に配慮しつつ、地

域や文化財の種別を超えて全体に通じる課題という視点から整理し、課題を明らか

にしました。 

そのうえで、今後本県が目指すべき文化財の保存と活用の方向性である「全体理

念」を示します。また、それらの課題を解決するために、それぞれの課題に対応す

る形で「基本方針」を設定するとともに、具体的な施策を「主な取組み」として示

すことで、「全体理念」の実現につなげます。 

最後に、「全体理念」及び「基本方針」の推進に係る各関係者・機関・団体の役

割や県の推進体制等の必要事項について整理しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図６ 
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第２章 山形県の文化財を取り巻く現状と課題         

１ 文化財保護実態調査の実施 

県では、県内の文化財保護の実態を把握するために、県指定文化財の所有者・保

持者・保存会及び市町村を対象とした調査を実施し、文化財保護の現状や課題に関

する意見を広く聴取しました。 

大綱は、本調査によって明らかになった実態を踏まえ策定したものです。なお、

本調査の結果の概要は、資料編に附します。 

○県指定文化財所有者・保持者・保持団体・保存会を対象とした調査 

◇調査対象 

県指定文化財所有者・保持者・保持団体・保存会 287件 

◇調査時点 

令和２年（2020年）10月１日 

◇調査方法 

種別毎に７種（建造物、美術工芸品、無形文化財、民俗文化財（有形・無

形）、史跡・名勝、天然記念物）の調査票を用意し、対象者に対して該当す

る調査票（返信用封筒を同封）を郵送し、期限までに回答を得た。 

◇主な調査内容 

⚫ 所有者について 

⚫ 県指定文化財の管理について 

⚫ 県指定文化財の修理について 

※史跡の整備や天然記念物の再生事業も含む。 

⚫ 県指定文化財の活用について 

⚫ 県指定文化財の防災について 

⚫ 県指定文化財のこれからの継承について 

◇回答数等 

 種 別 
送付数 

（調査票ベース） 
回答数 
（件） 

回答率 
（％） 

1 建造物 37 28 75.7% 

2 美術工芸品 148 103 69.6% 

3 無形文化財 3 3 100.0% 

4 民俗文化財（有形） 6 6 100.0% 

5 民俗文化財（無形） 22 16 72.7% 

6 史跡、名勝 22 21 95.5% 

7 天然記念物 49 42 85.7% 
 合 計 287 219 76.3% 
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○市町村を対象とした調査 

◇調査対象 

市町村 35件 

◇調査時点 

令和２年（2020年）10月１日 

◇調査方法 

各市町村に対して電子メールで調査様式（エクセルデータ）を送付し、

期限までに回答を得た。 

◇主な調査内容 

⚫ 市町村の文化財行政の現状について 

⚫ 文化財に関する計画等について 

⚫ 県指定文化財の所有者等との関係について 

⚫ 文化財の調査について 

⚫ 文化財の管理について 

⚫ 文化財の修理について 

※史跡の整備や天然記念物の再生事業も含む。 

⚫ 文化財の防災について 

⚫ 文化財を取り巻く環境について 

⚫ 市町村の独自の取組について 

⚫ 県に期待すること 

  ◇回答数等 

35件（100％） 
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２ 文化財を取り巻く現状と課題 

ここでは、本県の文化財を取り巻く現状と課題について、項目別に整理します。

なお、文化財の種別ごとの現状と課題は、資料編に附します。 

 

⑴ 文化財を継承する基盤に関する現状と課題 

① 継承の担い手に関する現状と課題 

これまで多くの文化財は、寺院や神社、家、あるいは地域コミュニティそれ

ぞれの中で、地域住民の協力を得ながら継承されてきました。しかしながら、

近年は少子高齢化等の影響から無住の寺や神社が増加し、旧家が空き家になる

など、その継承の基盤が揺らいでいます。また、文化財の継承の中心となって

きた地域住民が高齢化し、文化財を継承する担い手が減少しています。 

一方で、文化財によっては、その文化財が所在する地域の住民の興味・関心

や理解が十分ではないものの、所在する地域の外に高い興味・関心を持ってい

る人がいる「関心のドーナツ化現象」が発生している場合があります。また、

地域の魅力を伝える文化財であるにもかかわらず、一部の地域住民のみに継承

が委ねられてしまっている場合もあり、地域全体での担い手の育成が課題とな

っています。 

また、地域の歴史や文化に興味・関心を持つ大学生など外部の人々は有力な

担い手として期待されていますが、大学卒業後も継続して継承に関わることが

できる環境が整っていない場合もあり、担い手としての定着にはつながりにく

いことが課題です。 

県実態調査では、無形の民俗文化財の保存会の９割以上が「後継者の確保」

が課題と回答しました。特に民俗芸能などの場合、担い手を育成するためには

子どもの時から親しむ機会をつくることが重要ですが、学校の統廃合等により

地域学習の機会が失われるなど、子どもが地域の歴史や文化に触れる機会が減

少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図７ 
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② 継承のための連携に関する現状と課題 

県では、山形県民俗芸能懇話会を開催することで、民俗芸能団体間の緩やか

なネットワークによる情報共有と課題解決を促しています。 

県実態調査では、約３割の市町村から調査の実施などで大学等研究機関と連

携しているとの回答があり、県内外の幅広い大学等研究機関との連携が行われ

ていました。加えて、地域住民による郷土史研究会も、地域に存在する文化財

の総合的把握を行うために大きな役割を果たしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、文化財の継承に当たり、所有者等だけで課題や悩みを抱え、解決策が

見出せない場合も多くあります。 

県実態調査では、「心配や困り事、疑問がある場合の相談相手」として、所

有者等の約６割が市町村の文化財担当課、約３割が県の文化財担当課と回答し

ていましたが、「相談できる相手はいない」という回答もあり、孤立している

所有者等がいることも明らかになりました。そのため、所有者等が孤立しない

よう、関係者による連携が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ 

図９ 
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一方で、それぞれの市町村で行われている有効な取組みが、市町村間で十分

に共有されていない場合も多く、効果が限定的になってしまっていることも課

題として指摘されています。例えば、茅葺屋根の継承については、多くの市町

村で長年の課題となっており、１つの市町村が単独で取り組むにはコストを要

することなどから、県が広域的な取組みを後押しする必要があります。 

③ 継承に係る費用に関する現状と課題 

文化財の維持管理や修理等に当たっては、多額の費用を要し、所有者等がその

資金を確保できないため、文化財の継承が適切に図られない場合があります。 

県は、国及び県指定文化財の維持管理や修理等に係る費用に対して補助を行

い、所有者等の負担軽減を図ってきました。市町村の多くも、域内の文化財の

保護の観点から随伴して補助を行っています。修理等を要する文化財は多数あ

り、県及び市町村が必要な予算を確保することは非常に重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

特に、建造物や美術工芸品の有形文化財については、「自分の代は守ってい

くが、子どもにそれは求められない」という所有者の声もあります。所有者等

が県や市町村に対して寄贈を希望される場合がありますが、県や市町村にとっ

て価値の高い文化財であっても、財政状況等により受け入れられず、行き場を

失ってしまうことがあります。また、寄贈を受けることができた場合であって

も、財政状況等により適切な保存や活用につなげることが難しく、県において

は貴重な文化財を確実に継承するための資金の確保の在り方を検討することが

急務となっています。 

 

⑵ 文化財の保存に関する現状と課題 

① 調査に関する現状と課題 

 県内における文化財の把握を行うための総合的な文化財調査としては、県が

昭和 25年（1950年）から昭和 58年（1983年）にかけて各種別・テーマごとに

実施した「山形県文化財調査」や、昭和 60年（1985年）に実施した「山形県無

形民俗文化財調査」などの調査があり、いずれも冊子や報告書等が刊行されて

います。 

 また、市町村でも、域内の文化財の悉皆調査や市町村史編纂事業による調査 

図 10 
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のほか、個々の文化財の学術的価値を明らかにするための調査などが活発に行

われています。県実態調査では、15市町村が文化財調査を実施しており、ま

た、10市町村が今後実施を予定しているとの回答がありました。 

 

 

 

 

 

 

 

このように、県及び市町村において、それぞれ文化財調査が実施されてきま

したが、本県に残る多数の文化財や本県の歴史文化の深さ及び多様性を鑑みる

と、これまでの調査だけでは十分ではないと考えられます。近年の文化財の対

象の広がりや最新の学術研究の進展を反映し、悉皆的・総合的な調査及び個別

の文化財調査を進める必要があります。 

② 指定に関する現状と課題 

文化財の指定について、これまで県では、平成６年度から平成 22年度まで

は、県文化財保護審議会の各担当委員から提案された指定候補を A～Dランクに

分類し、Aランクから順次指定してきました。また、平成 23年度から令和２年

度までは、B～Dランクを廃止し、Aランクと Aランク候補に分類して順次指定

してきました。 

こうした文化財の県指定の進め方について、指定候補としてランク付けされ

てから、長年、指定又は候補除外にならないものもあり、ランク制度が機能的

に働いていないことが課題となっていました。また、県内の文化財を幅広く調

査して、候補として把握できていないため、指定された文化財に地域や種別の

偏りが生じていることも課題となっています。 

③ 維持管理に関する現状と課題 

文化財を確実に継承していくためには、所有者等による日常の適切な維持管

理が非常に重要です。文化財の維持管理は、所有者等の義務とされています

が、県実態調査では、所有者等の多くが日常の維持管理に負担を感じているこ

とが明らかになりました。多くの市町村からも維持管理に不安を感じていると

の回答がありました。 

 

 

 

 

 

図 11 

図 12 
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また、県や市町村が所有者等から維持管理に関する専門的・技術的な相談を

受けても、専門的な知識の不足などから、指導・助言できない場合があること

も課題の１つとなっています。 

さらに、指定文化財については、法や条例に基づく所有者変更届や所在場所

変更届等の維持管理に関する必要な手続きについて、所有者等が十分に理解し

ていない場合もあり、世代交代等による相続時に文化財に関する届出が忘失さ

れ、そのまま所在不明になる事案が多く発生しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種別毎に現状と課題を整理すると、建造物については、所有者の半数以上が

「日常管理や修理を負担に感じる」に回答していますが、これは、日常の維持

管理に多額の費用の負担が伴うことが要因と考えられます。 

美術工芸品については、温湿度や光の影響を受けやすいため、保存環境に留

意する必要がありますが、適切な環境での保存が難しい場合があります。ま

た、保管施設の防犯・防災設備の設置・更新や耐震化等のハード面の整備が未

整備の場合も多い状況です。 

   無形の民俗文化財については、その保存会の半数から「活動資金の確保」が

継承に当たっての課題であるとの回答がありました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13 

図 14 
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④ 修理等に関する現状と課題 

国及び県指定文化財については、所有者等をはじめ国・県・市町村によっ

て、修理や防災設備の整備・更新、土地の公有化など保存に関する取組みが行

われてきました。 

しかしながら、指定文化財であっても、適切な周期での修理等が行われず、

修理等が必要なものが多数確認されています。修理等が進まない理由として、

所有者等の費用の負担が大きいこと、所有者等が修理をすべき時期かどうかの

判断ができないことなどが挙げられているほか、県及び市町村の予算が十分に

確保されていないことも指摘されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そのため、県では、令和３年度から「県指定文化財保存実態調査」として、

県指定文化財の損傷状態を調査し、修理の必要性・緊急度を判断することで、

県及び市町村、所有者等が修理費用の準備も含めて計画的に修理を進める取組

みに着手しています。 

一方で、伝統的な建物等の減少に伴い、文化財の維持や修理に必要な伝統的

技術、原材料、道具などの需要が低下し、消滅・衰退の危機にあります。中で

も、茅葺技術については、継承の危機にあることが指摘されており、平成 25～

26年度に県教育委員会が実施した調査6によると、茅葺屋根の建物は 718棟（う

ち指定文化財は 53件）に対し、県内の茅葺職人は 41名のみでした。また、所

有者（全 160件のうち回答があった 110件）からは、職人の不足や高額な維持

コスト、茅材の調達困難などの課題が寄せられており、早急な対策が必要で

す。 

 

 

 

 

 

 
6 一般財団法人山形県建築士会茅葺屋根建造物調査委員会『山形県茅葺屋根建造物継承事業調査報告

書』（平成 27 年、山形県教育委員会）による。 

図 15 

図 16 
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⑤ 史跡・名勝の指定及び整備等に関する現状と課題 

史跡・名勝は、広範囲の土地と結びついている文化財であり、指定に当たっ

ては、所有者等の権利が制限されることなどから、指定の同意を得ることが困

難な場合があります。また、開発行為からの保護を図るために市町村が土地の

買い上げを要し、多額な財政負担を伴います。 

さらに、国指定史跡については、保存活用計画7を作成し、保存や整備に関す

る将来的な方針を明らかにしたうえで整備を行いますが、その後の整備には 10

年以上を費やす大規模な事業となる場合が多く、所有者等及び当該市町村にと

って長期にわたる財政等の負担を伴うことが指摘されています。 

⑥ 無形文化財等の伝承に関する現状と課題 

無形文化財や無形の民俗文化財は、変容を前提とする生きた文化財と言われ

ていますが、その伝承に当たり、時代背景や社会情勢等に応じて、その変容を

どこまで許容していくかは、慎重な検討が求められます。 

 

⑶ 文化財の活用に関する現状と課題 

① 理解の促進に関する現状と課題 

これまで、所有者等をはじめ文化財関係者によって、地域の歴史や文化財の

価値の理解を促進する取組みが行われてきました。 

県では、出土品の公開を始め、埋蔵文化財センターと連携した埋蔵文化財発

掘調査の速報会や、小学校への出前講座等の普及啓発事業など、埋蔵文化財に

対する理解を促進する取組みを行っています。 

また、県実態調査では、市町村において様々な文化財保護に関する取組みが

行われ、そのうち 15市町村において域内の文化財の一斉公開や講座の開催など

の情報発信や普及啓発の取組みが行われていることが明らかになりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

しかしながら、文化財を「分かりにくいもの」「自分には関係のないもの」

と受け止められてしまう場合も多く、県民の文化財に対する関心はまだ不十分

 
7 保存活用計画とは、所有者等が法に基づき作成するもので、各文化財の個別の状況に応じて、その

保存と活用の考え方や所有者等において取り組んでいく具体的な取組みの内容を位置付けた、個々の

文化財の保存と活用を進めていくための指針となる基本的な計画。 

図 17 
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です。特に、所有者等の世代交代に当たっては、後継者に文化財についての正

しい理解が得られないまま、売却や廃棄につながる恐れもあります。 

一方で、「分かりやすさ」を優先することにより、誤解や偽史が独り歩き

し、文化財の本質的価値が伝わらないこともあるため、「分かりやすさ」につ

いてどこまで許容するか個々の文化財について判断する必要があります。 

② 文化財の公開に関する現状と課題 

近年、文化財の価値や魅力を地域づくりに活かし、文化財を地域の宝として

位置付け、人々の交流を促す動きが求められています。 

文化財の活用については、建造物を中心に行われており、安全に多くの観光

客等の来訪者を呼び込むためには、建築基準法8や消防法などへの適合が不可欠

です。そのためには多額の費用がかかる場合も多く、活用を断念し、そのまま

放置されてしまう場合があります。また、過去には社寺建造物への液体散布、

落書きなど文化財をき損する事案が発生しており、防犯設備の整備・更新や所

有者及び地域住民によるパトロールなどの活動が求められます。 

また、公開やイベントなどの文化財の活用に関する取組みについては、見学

者等の受入体制の整備等に費用の負担を要し、所有者等や地域にとって大きな

負担となることがあるため、県や市町村によるサポートが必要とされていま

す。 

なお、活用が優先されることによる文化財の劣化が懸念されるなど、保存と

活用の均衡についても留意すべき課題であることが指摘されています。 

③ 地域づくりや観光振興への活用に関する現状と課題 

文化財の活用については、文化財の価値や魅力を多くの人に理解してもらう

普及啓発としての活用のほか、文化財を地域の宝として地域づくりへの活用や

観光振興のための活用などが行われており、県でも「日本遺産」や「『未来に

伝える山形の宝』登録制度」等の取組みを通じて、指定の有無に関わらず地域

の文化財の活用を進めてきたところです。 

近年は、歴史的な建造物や町並み、伝統的な行事や祭礼など、地域に古くか

ら伝わる文化財を活用し、地域活性化や地域創生、地域経済の活性化につなげ

ることが求められています。こうした背景の中で、令和２年（2020年）５月１

日には、文化観光拠点施設を中核とした地域における文化観光の推進に関する

法律9が施行され、地域づくりや観光振興への活用が進められています。 

 
8 国の重要文化財や史跡となっている建造物（建築物）は、建築基準法第３条に基づき、建築基準法

による適用除外となっているが、国の登録有形文化財や県・市町村指定の建造物をはじめとする歴史

的建造物については、活用のための用途変更や改修を行う場合、原則として建築基準法が適用され

る。 
9 地域の様々な文化資源（有形または無形の文化的所産以外の文化に関する資源のこと）を磨き上げ

ることで文化についての理解を深める機会を充実させ、国内外からの観光客の来訪を促進することに

より、文化の振興、観光の振興、地域の活性化の好循環を生み出すことを目的とするもの。 
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なお、県実態調査では、文化財を取り巻く環境として「観光客が増加してお

り文化財のニーズが高まっている」への回答は少なく、所有者等は観光分野で

の文化財の活用への関心の高まりを実感できていない実情にあるため、必要な

サポートを検討する必要があります（図２）。 

 

⑷ 文化財の防災に関する現状と課題 

① 平時の対応に関する現状と課題 

近年、全国的に地震や大雨、洪水等が頻発していますが、災害は文化財を滅

失・き損させる身近なリスクの１つです。県では、文化庁が策定したガイドラ

イン10を踏まえ、市町村文化財行政所管課や県文化財保護指導委員を通じた所有

者等への防火・防災への注意喚起や、毎年１月 26日に実施している「文化財防

火デー」の取組みによって防火意識の啓発に努めています。また、国及び県指

定文財の耐震化や防火・消火設備の設置・更新に対する補助を行ってきまし

た。 

しかしながら、特に県指定文化財の建造物は、防火・消火設備が未設置のも

のや、耐震診断を行っていないものが多数あり、ハード面の備えは十分ではあ

りません。その理由として、それらの対応に多額な経費を要することにより所

有者の負担が大きくなることが挙げられますが、建造物の被害は人命にも関わ

る恐れがあることから、その対策が求められます。 

文化財の防災対策については、平時に、どのような文化財が、どこに、どの

ような状態で所在しているのかを把握することから始まるとされています。し

かし、特に未指定の文化財については、その所在と状態の把握が十分ではない

場合も多く、そのような文化財が災害の被害に遭った場合、地域の歴史や文化

の証左が人知れず失われてしまうことにもつながります。 

また、県及び市町村それぞれにおいて、防災・災害対応全体における「文化

財防災」の位置付けは、十分とは言えず、今後、対応が必要です。 

② 災害発生時の対応に関する現状と課題 

災害が発生した場合、県は「山形県地域防災計画」に基づき、県防災担当部

局や市町村文化財行政所管課と連携し、指定文化財を中心に被害状況の把握を

行い、指定文化財については文化庁や文化財防災センターと情報共有のうえ対

処しています。一方、未指定文化財については、レスキューに関わる民間団体

や大学等研究機関との連携による対応が考えられますが、現状ではそのような

ネットワークは構築されていません。 

また、土蔵などの歴史的建造物の中には、古文書や工芸品、民具等の多種多

様な文化財が収められている場合があるため、災害発生時は文化財の種別を超

 
10 令和元年９月に文化庁が策定した「国宝・重要文化財（建造物）等の防災対策ガイドライン」、

「国宝・重要文化財（美術工芸品）を保管する博物館等の防災対策ガイドライン」。 
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えて関係者が相互に連携することが求められますが、そのような連携体制も構

築されていません。 

県実態調査では、９割以上の市町村から、災害発生時に少なくとも一部の職

員は避難所対応等の別業務に従事する必要があり、通常通り文化財保護業務を

継続できない、という回答がありました。そのうち 14市町村からはいずれも

「全職員が別業務に従事する可能性がある」との趣旨の回答があり、災害発生

時には県内外の関係者が連携し、市町村の文化財保護業務をサポートする必要

があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 18 
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第３章 全体理念〜山形県が目指すべき文化財の保存と活用の姿〜   

１ 全体理念 

前章で述べた現状と課題を受け、今後、本県の文化財の保存と活用における目指

すべき姿は、次のとおりです。 

 

 

文化財は未来に伝える地域の宝 

～保存と活用の好循環によって文化財を確実に次世代へ継承する～ 

 

 

 本県には、各地に地域の歴史や文化を伝える文化財が数多く存在しています。こ

れらは持続可能な地域づくりを進めていくうえにおいて、「地域の宝」として人と

人とを結び付ける拠り所となるものであり、確実に次世代へ継承していく必要があ

ります。しかしながら、先に述べた通り、県内の文化財の継承においては多くの困

難な課題に直面しており、関係者の連携のもと、解決に向けた一刻も早い対応が求

められています。 

 文化財を次世代へ継承するためには、まずは県民一人ひとりが、地域に広く存在

している文化財に目を向けてその価値に気づき、文化財が有している価値や魅力を

理解することが大切です。そして、それぞれの地域の住民の間で「文化財はこの地

域の現在や未来にとってなくてはならないもの」という共通理解が生まれることに

よって、地域一体となった継承への機運が高まることが重要です。また、行政は、

関係機関との連携のもとに実施した調査に基づき、身近な地域の由来や個々の文化

財の結び付きをテーマやストーリーとして発信するなど、地域住民が文化財の価値

や魅力を理解できるよう、丁寧にサポートする必要があります。 

 地域住民の間で文化財の価値や魅力に対する共通理解が生まれることにより、修

理などの取組みが行われ、適切な保存につながります。健全な状態になることによ

り高まる文化財の価値や魅力を、より多くの人々や子どもたちに知ってもらうた

め、様々な活用を行うことで、その文化財にさらに新たな歴史が刻まれ、地域の中

で文化財が育まれていきます。 

このような取組みを繰り返し行うことにより、保存と活用の好循環が生み出さ

れ、県民一人ひとりが地域の魅力を認識し、郷土愛が育まれ、文化財は次世代へ確

実に継承されます。 
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２ 全体理念を支える視点 

前章の現状と課題を受け、本県における文化財の保存と活用の全体理念を支える

２つの視点を示します。 

 

 

【視点１】 地域全体での継承の視点 

 

文化財はそれぞれが個々で存在しているのではなく、人や自然との関わりの中で

生まれ育まれてきました。豊かな山々や河川、海などの自然環境のもとで営まれた

生活の中で人々の信仰が生まれ、祈りを捧げるための寺社や彫刻等が造られ、生業

を通して歴史的な町並みが形成され、そこでは民俗芸能や郷土食等が生み出されて

きました。このように、地域に伝わる文化財は、それぞれの地域との有機的なつな

がりを持ちながら存在しています。 

地域の人々も、文化財が育まれてきたこのような地域のつながりの中に存在して

おり、それぞれが「わたしたちの文化財」として捉えることにより地域との結び付

きを強く意識し、県民一人ひとりが主体的に地域の文化財の継承活動に参画するこ

とが大切です。 

こうした継承活動に子どもたちも積極的に参加することで、文化財への理解が深

まり、郷土愛が醸成され、未来の担い手の育成につながります。 

 

 

【視点２】 関係者による連携の視点 

 

文化財の継承については、これまでは所有者等が文化財の継承の主体でしたが、

所有者等だけでなく、県、市町村、所有者等、大学等研究機関、修理技術者、地域

住民などの文化財関係者が、日常的に連携して継承活動に取り組むことが大切で

す。 

加えて、文化財分野だけでなく、観光や教育、産業、地域づくり、農業などの

様々な分野の関係者と積極的に連携する視点が重要です。 

このような連携を通して、文化財に親しむための入り口をより広く確保し、多く

の人々が文化財の価値や魅力を知ることにより、相互に様々な新しい価値や効果が

生み出されることが期待されます。 

 

  



- 25 - 

 

第４章 基本方針の展開                   

 前章の全体理念を実現するため、今後、次の４つの基本方針に基づいた文化財の

保存と活用を目指します。併せて、基本方針を踏まえ、県による主な取組みを示し

ます。 

 

基本方針１ みんなで文化財を守り伝えるための基盤の強化 

 

 文化財の保存・活用を推進するに当たっては、担い手の確保や持続的な取組みの

実施などがその基盤となります。今後、本県においては一層の少子高齢化や人口減

少の進行が見込まれており、文化財を確実に継承していくため、それらの基盤をさ

らに強化していく必要があります。 

 

《1-1》担い手の育成 

少子高齢化や人口減少が進行する中で、文化財を次世代へ確実に継承していくた

めには、文化財の担い手の確保が急務となっています。文化財の担い手の育成に当

たっては、所有者等だけでなく、地域住民や興味・関心のある方々が地域の文化財

の継承活動に主体的に関わることが重要です。そのため、文化財の継承活動を地域

活動の一環として実施するなど、地域住民を始め所有者等以外の方々が文化財に関

わる機会や場を幅広く設けることが必要です。 

また、学校等との連携により、子どものうちから文化財の継承活動に関わる機会

が確保されていることは、未来の担い手が長期的に育成されるうえでも重要です。 

【県の主な取組み】 

⚫ 「未来に伝える山形の宝」登録制度による各地域における担い手育成への支援 

⚫ 「ふるさと塾」11賛同団体登録促進による子どもの伝承活動の活性化 

 

《1-2》地域住民や関係者間の情報の共有 

所有者等は、文化財の維持管理や修理など様々な責務を負っており、それらを大

きな負担に感じてしまう場合があります。所有者等だけが文化財の継承の重責を負

うのではなく、地域住民や継承に取り組む地域の団体などと連携・協力しながら、

支援者や理解者を増やし、地域全体で継承することが重要です。そのためには、地

域住民等が継承の取組みに参画しやすい体制の整備や同じ文化財種別の所有者等同

士が課題や対応策を共有する場の設定などにより、所有者等の継承意欲の向上や効

果的な取組みの波及を促進する必要があります。 

 
11
 山形県の将来を担う子供たちが「ふるさと山形」の生活文化や生活の知恵、伝統芸能などの地域文

化を学びながら伝承する活動を促すために県教育委員会が実施している取組み。 
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また、市町村がお互いの取組みや情報を共有できる機会を設けることにより、効

果的な取組みの他市町村への波及や、広域的な課題解決を促進する必要がありま

す。 

【県の主な取組み】 

⚫ 「未来に伝える山形の宝」登録制度による地域住民が参画した継承活動への支援 

⚫ 県民俗芸能懇話会の開催による情報交換 

⚫ 地域別民俗芸能団体懇話会の設立・運営への支援 

⚫ 市町村職員を対象とする研修の実施や情報交換の場の確保 

⚫ 文化財の所有者等同士の情報交換や交流の機会創出の検討 

⚫ 大学等研究機関や関係団体との連携による継承活動の推進 

 

《1-3》社会全体で応援する資金確保 

 文化財の継承に当たっては、維持管理や修理等に多額の費用を要し、所有者等の

大きな負担となる場合が多く、県は継続して、国及び県指定文化財の維持管理及び

修理等に係る費用に対して補助を行い、所有者等の負担軽減に努める必要がありま

す。 

 また、県は所有者等に対して、県内外の企業による各種助成金（企業メセナ）や

クラウドファンディングの実施に関する情報提供を行うことで、所有者等自らによ

る費用負担軽減への支援を行うことも重要です。 

さらに、文化財を確実に継承するために、安定的な資金確保の在り方や希望する

人々が文化財の修理等を支援できるような仕組みの構築を検討することも必要で

す。 

【県の主な取組み】 

⚫ 国及び県指定文化財の維持管理及び修理等に対する補助の実施 

⚫ 所有者等による企業メセナ等各種助成金やクラウドファンディングの実施に関す

る情報提供 

⚫ 文化財保護に関する基金やガバメントクラウドファンディング12などの資金調達

方法の検討 

 

  

 
12 地方自治体がふるさと納税を利用して行う寄附制度。 
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基本方針２ 文化財の確実な保存の推進 

 

 文化財を確実に継承するためには、地域にどのような文化財があるか把握し、必

要に応じて指定等によって保護を図り、日常の維持管理や修理等の保存の取組みを

進めることが重要であり、また、そのための原材料の確保や技術の継承についての

取組みも求められています。これら保存のための一連の取組みは、次世代への継承

の根幹であり、次の基本方針３を実現するためにも確実に進めていく必要がありま

す。 

 

《2-1》文化財の総合的な把握と個別の文化財調査の促進 

文化財の確実な継承に当たっては、地域にどのような文化財が存在しているの

か、価値の定まっていない未指定文化財も含めて総合的に調査し、文化財の所在や

その内容を把握することが必要です。このことは、災害時の迅速なレスキューにも

つながるため、過去の調査等で把握された情報についても、必要に応じて再調査を

行い、所在や状態等に関する情報を更新していく必要があります。加えて、近年、

文化財の対象は広がっており、それらの価値の総合的な調査も求められています。 

また、文化財の保存と活用を進めるためには、調査によって文化財の内容や特徴

を把握し、文化財の持つ豊かな価値や魅力を引き出すことが重要です。そのため、

個別の文化財の詳細調査を進める必要があります。 

なお、調査の実施に当たっては、大学等研究機関や博物館などの専門機関と協

力・連携して取り組むことや、地域で活動している郷土史研究会を始め、地域住民

の幅広い参画や協力を促すことが重要です。 

【県の主な取組み】 

⚫ 各種別・テーマに応じた県内の文化財調査の実施 

⚫ 市町村による地域計画作成に係る文化財の所在確認調査への支援 

 

《2-2》調査・研究に基づく指定 

文化財が有する価値や魅力を引き出すためには、個々の文化財の調査や研究によ

って文化財の歴史や特徴を把握し、価値を明らかにすること、さらに、価値が明ら

かになった文化財を種別ごとの基準に則って指定を進めることが必要です。 

指定に当たっては、文化財の種別や地域性に偏りが生じないよう留意するととも

に、文化財の種別を横断し、総合的に進めなければなりません。例えば、お堂の指

定に当たり、建造物としての評価だけでなく、境内地も含めた史跡としての評価も

検討するなどの場合も考えられます。 

また、既に指定している文化財についても、その後の調査や学術研究に基づき、

必要に応じて追加指定や名称の変更、員数の変更など、指定内容を整理・更新すべ

きです。 
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さらに、指定だけでなく、市町村や地域全体が主体となる伝統的建造物群保存地

区・文化的景観などの選定や、国の登録制度など、指定以外の様々な手法を適切に

活用することも重要です。 

【県の主な取組み】 

⚫ 県内全域での幅広い調査による適切な指定候補の把握と、文化財の種別ごとの基

準に則った指定の促進 

⚫ 県指定文化財の名称変更や追加指定などの整理・更新の実施 

⚫ 国の指定等への支援 

⚫ 国の伝統的建造物群保存地区や文化的景観の選定への支援 

⚫ 国の登録制度の積極的な活用 

 

《2-3》適切な維持管理 

文化財を継承していくためには、大学等研究機関や修理技術者等による専門的な

助言に基づき、適切な保存環境の確保や周辺環境の整備を図るなど、日常の維持管

理が重要です。 

人の目の届きにくい施設に所在する文化財については、盗難被害のリスクが高く

なるため、日常の維持管理に加え、防犯設備の設置・更新の促進や警察と連携した

防犯対策の強化を図ることが望まれます。 

また、文化財の所在不明を防止するため、指定文化財の所有者等は所有者変更届

や所在場所変更届など、法や条例に基づいた手続きを遵守する必要があります。 

【県の主な取組み】 

⚫ 国及び県指定文化財の維持管理に対する補助の実施 

⚫ 国及び県指定文化財の防犯設備の設置・更新に対する補助の実施 

⚫ 「文化財日常管理・防災ハンドブック」（※）を活用した研修会の開催等による市

町村や所有者等に対する日常管理及び各種手続きの周知 

 

※「文化財日常管理・防災ハンドブック（美術工芸品）」 

○文化財の日常管理のノウハウや法令上の手続き等に 

ついての情報を一元化するとともに、防災・防犯対 

策や関係連絡先一覧を掲載 （令和６年３月県発行） 
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《2-4》定期的な状態の把握 

 文化財を確実に継承するためには、定期的に文化財の状態の変化や変容を観察す

ることが重要です。例えば、樹木等は環境変化や病害虫によって急速に枯損が進行

することがあるため、生育状況を注視することによって早期に変化を把握すること

が有効です。なお、その場合、いつ、どのような変化があり、どのような処置を施

したのかを継続して記録することも大切です。 

また、無形文化財や無形の民俗文化財は、社会や生活の変化等の影響を受けなが

ら継承され、継承の過程で一定の変化を伴うことがあります。そのため、どのよう

な変化が生じているかを継続的に把握し、維持すべき要素との関係を検討すること

が、今後の継承の在り方を考えるうえで重要です。 

【県の主な取組み】 

⚫ 国及び県指定文化財の管理・防災パトロールの実施による管理状況等の把握 

⚫ 「文化財日常管理・防災ハンドブック」を活用した研修会の開催等による市町村

や所有者等に対する文化財の状態の変化や変容の観察方法の周知 

 

《2-5》地域住民との協働等による維持管理 

文化財の日常の維持管理については所有者等が行うこととされていますが、所有

者等だけの負担とならないように、地域住民による継承活動への参画を促し、地域

全体における継承の意欲を高めることが重要です。地域住民が文化財の継承活動へ

参画することで、地域の課題や価値の共有に結び付くため、地域社会そのものを持

続させるきっかけの１つにもなります。 

【県の主な取組み】 

⚫ 「未来に伝える山形の宝」登録制度を通した地域住民の参画による継承活動の促

進 

 

《2-6》適切な周期での修理 

文化財は幾世代の人々によって修理等が行われてきたことにより、その価値が維

持・向上され、今日まで伝えられてきました。そのため、これからも適切な周期で

修理等を実施していくことが重要です。また、応急修理を施すことにより一時的に

損傷のスピードを緩めるなど、状況に応じた機動的な対応を図ることも重要です。 

 修理等の方法や内容については、大学等研究機関や修理技術者等とともに損傷状

態を把握したうえで、科学的根拠に基づいてその方針を検討することが重要であ

り、検討に当たっては、これまでのき損や修理等、公開状況（指定等文化財につい

ては現状変更を含む）など、それぞれの文化財が辿ってきた履歴の蓄積が有用で

す。 

 また、最新のデジタル技術によって、それらの履歴をデータベースとして一元化

し、個人情報等に留意しながら誰でもアクセス可能な状態とすることは、修理技術

の向上だけでなく地域資源の活用にもつながります。 
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【県の主な取組み】 

⚫ 県指定文化財保存実態調査の実施による損傷状態や修理歴の把握 

⚫ 国及び県指定文化財の修理等に対する補助の実施 

⚫ デジタル技術を活用した過去の修理歴等のデータベース化の検討 

 

《2-7》修理等に要する原材料及び職人等の確保 

文化財の修理等に要する原材料や職人等の確保については、文化財の計画的な修

理を進めるうえで全国的に深刻な課題となっており、確保に向けた効果的な方策を

検討し、取組みを促進する必要があります。 

本県の場合、茅葺屋根の葺替えに必要な茅材の入手が困難となっており、茅葺職

人も減少しているため、茅葺屋根の継承が全県的に大きな課題となっています。課

題への対応が進まない要因として、コストと労力を要するため１つの市町村では取

組みが困難であると考えられることから、市町村域を越えた取組みにより、広域的

な課題解決を推進することが１つの方策と考えられます。 

【県の主な取組み】 

⚫ 国の「ふるさと文化財の森」13設定への支援 

⚫ 茅葺屋根の継承等にかかる広域的な取組みへの支援の検討 

 

《2-8》計画的な保存整備等 

史跡・名勝などの広範囲の土地が保護対象の文化財は、周辺環境にも注意を払い

ながら現地における保存整備を行うことが重要です。保存整備に当たっては、保存

活用計画を作成し、保存や整備に関する将来的な方針を明らかにしたうえで、整備

計画14に基づいた整備の実施や、標識や説明板、境界標、囲柵などの必要な設備の設

置・更新の実施、発掘調査や文献調査等の成果に基づいた歴史的建造物等の復原を

行うことにより、計画的な文化財の本質的価値の維持や理解の向上に努めます。 

【県の主な取組み】 

⚫ 国及び県指定の史跡・名勝の整備に対する補助の実施 

⚫ 国指定文化財の保存活用計画の作成及び国による認定に対する支援 

⚫ 県指定文化財の保存活用計画の作成の検討 

 

 

 
13
文化財建造物の保存修理のために必要な木材、檜皮、茅、漆等を産出している産地を、「ふるさと

文化財の森」として設定し、修理の際に「ふるさとの森」の情報を提供することで、保存修理での資

材の安定的な確保を目指した文化庁による取組み。 
14
平成 27 年（2015 年）３月に文化庁が刊行した『史跡等・重要文化的景観マネジメント支援事業報

告書』によると、国指定史跡について、「指定地の本質的価値を保存・継承するために復旧（修理）

を行う場合を含め、積極的な活用をも視野に入れて整備を行う場合には、事前に整備計画を策定し、

方針・方法、実施の行程等を示す必要がある」とされている。 
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《2-9》人から人への確実な伝承 

無形文化財及び無形の民俗文化財については、人から人へ受け継がれるものであ

り、伝承が途絶えると再び伝承することが困難になる場合もあるため、計画的な担

い手の育成が重要です。また、継続していても、内容が簡素化されるなど、継承

上、重要な要素が失われる可能性もあるため、その文化財の本質的価値の維持に留

意する必要があります。 

加えて、人と人との接触が避けられない場合が多いため、適切な感染症防止対策

が求められます。 

【県の主な取組み】 

⚫ 国及び県指定の無形文化財・無形の民俗文化財の伝承活動に対する補助の実施 

  



- 32 - 

 

基本方針３ 文化財の効果的な活用の促進 

 

文化財の継承に当たっては、効果的な活用15の取組みを通して、県民一人ひとりが

文化財の価値と魅力をより深く理解することが重要です。また、文化財の活用を通

して、人々の交流や地域づくり、観光振興につながっていきます。 

 

《3-1》地域に残る文化財への理解・認識の促進 

民具や歴史的建造物など、それぞれの地域の歴史や文化を表す貴重な文化財であ

っても、身近すぎてその価値が認識されないことがあり、廃棄や撤去によって、地

域の財産が人知れず失われてしまう恐れがあります。 

そのため、公開や研究報告会の開催等の取組みを実施することにより、地域に残

る文化財に対する地域住民の理解や認識につなげることが重要です。 

また、文化財が地域住民の理解や認識につながりにくいことについては、文化財

が「分かりにくい」、「難しい」、「取っつきにくい」ものと受け止められ、文化

財を継承する意義が共有されにくいことが、その一因とされています。このことか

ら、学芸員のような専門家等の協力を得て、文化財の価値を分かりやすく伝えるこ

とが必要です。地域住民が文化財に親しむ機会を創出し、個々の文化財が持つ価値

や魅力の適切な理解や認識につなげることにより、文化財への関心を高めることが

重要です。 

なお、理解促進のための取組みを実施する場合は、イベント等の一時的なものだ

けでなく、人々が関わりたくなるような魅力的な展開を見据えて継続的に取り組む

ことが重要です。 

【県の主な取組み】 

⚫ 「未来に伝える山形の宝」登録制度による所有者等や地域の継承団体が行う普及

活動への支援 

⚫ 「山形県文化遺産を活かした地域活性化事業」16による文化財に親しむための取

組みへの支援 

⚫ 専門家等による解説付きの民俗芸能の上演機会の創出 

⚫ 出前授業や発掘調査出土品の活用などによる埋蔵文化財の普及啓発事業の実施 

⚫ 県立博物館における企画展や各種講座を通した文化財への理解の促進 

⚫ ＳＮＳ等の活用による分かりやすい情報発信 

 

 

 

 
15 文化財の活用とは、公開など、文化財の価値や魅力を深く理解するための様々な取組みのこと。 
16 本県の有形・無形の多様な文化財を将来にわたって継承するとともに、その活用によって地域活性

化に寄与するため、広域的または全県的に活動する各種団体によって構成される山形県文化遺産を活

かした地域活性化実行委員会が実施する取組み。 
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《3-2》適切な活用 

地域づくりや観光振興に文化財を活かした取組みが活発化していますが、歴史的

建造物の活用に当たっては、建築基準法や消防法などに適合し、安全に多くの来訪

者を迎える体制を整える必要があります。一方で、建築基準法の適用除外17を行うこ

とで、歴史的な価値を保ったまま活用を促進することも重要です。 

美術工芸品及び有形の民俗文化財の活用に当たっては、その素材が脆弱な紙や

絹、木材等で構成されていることが多いため、常にき損等のリスクに留意する必要

があります。また、公開に供する場合には、修理等によって健全な状態になった文

化財を、適切な環境において、学芸員等の専門家の協力のもと取り扱う必要があり

ます。 

数年ごとの頻度で開帳する秘仏や、特定の寺社の構成員による信仰対象物、特定

の家に伝わる宝物や所有物など、受入体制や防犯上の理由から常時公開が難しいも

のや慎重な対応が求められるものがあることにも留意する必要があります。 

【県の主な取組み】 

⚫ 歴史的建造物の活用に係る建築基準法適用除外に関する情報提供等 

⚫ 美術工芸品及び有形の民俗文化財の公開等に係る留意事項の周知 

⚫ 専門家や専門機関の連携のもと、適切な活用に係る専門的・技術的な支援の実施 

 

《3-3》文化財の活用による人々の交流 

 建造物や史跡については、本来の用途の維持が困難な場合、別の用途への転用に

よって人々の交流の創出に資することも期待されています。 

例えば、土蔵を映画の上映や朗読会、音楽会、写真展などの文化芸術活動の場と

して活用することにより、人々の交流の場としての新たな価値が創造されます。ま

た、カフェやレストラン等への転用によって、恒常的な雇用などの経済効果にもつ

ながります。規模の大きな建造物や史跡等の不動産系文化財は、ユニークベニュー18

やイベント会場として利用することにより、様々な地域や世代の交流も期待されま

す。 

【県の主な取組み】 

⚫ 歴史的建造物における文化芸術活動の実施や活用事例の周知 

⚫ 歴史的建造物をカフェやレストラン等への転用事例の周知 

  

 
17 市町村が定める条例によって現状変更の規制や保存のための措置を講じたものについては、建築審

査会の同意を得て特定行政庁が指定した建造物は適用除外とできることが建築基準法に定められてい

る。 
18 ユニークベニューとは、博物館・美術館、歴史的建造物、神社仏閣、城郭、屋外空間（庭園・公

園、商店街、公道等）などで、会議・レセプションを開催することで特別感や地域特性を演出できる

会場のこと。 
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《3-4》文化財を活用した地域づくりや観光振興 

文化財の活用については、これまで主に行われてきた鑑賞や研究成果の公表等の

「公開による活用」だけでなく、観光振興や産業振興等の「地域づくりへの活用」

への期待が高まっています。 

「日本遺産」のように、テーマやストーリーのもとで、所有者等に加え、地域住

民や行政、観光・まちづくり関係者等が連携しながら文化財の活用の取組みを進め

ることにより、文化財の正しい価値の理解、郷土愛、文化財継承の担い手・当事者

としての意識の醸成等につながります。また、誘客の拡大や収益の増加等による地

域経済の活性化の成果が、文化財の保存や継承に還元されるという、文化財の保存

と活用の好循環の創出も期待されます。 

【県の主な取組み】 

⚫ テーマやストーリーによる歴史文化の魅力発信の促進  
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基本方針４ 災害への対応力の強化 

 

令和元年（2019年）の山形県沖を震源とする地震や令和２年（2020年）７月 27

日からの大雨、令和４年（2022年）８月３日からの大雨、令和６年（2024年）７月

25日からの大雨など、近年、県内でも大規模な自然災害が頻発しており、人命や家

屋等だけではなく、文化財にも様々な被害が生じています。 

災害が発生した場合には、人命の救助や家屋・農産物等への被害の防止だけでな

く、文化財の防災対策を講じる必要があり、平時から関係者間での連携を図りなが

ら、災害への対応力の強化に取り組む必要があります。 

 

《4-1》文化財防災の必要性の周知 

 文化財を災害から守るためには、第一に所有者等の文化財の防災に関する意識を

高めることが重要であり、日頃から文化財防災の周知に関する取組みを継続的に進

めることが必要です。 

【県の主な取組み】 

⚫ 「山形県地域防災計画」及び「事前防災及び減災等のための山形県強靭化計画」

への文化財防災の位置付け及び両計画に基づく対応の推進 

⚫ 「文化財日常管理・防災ハンドブック」を活用した研修会の開催等による市町村

や所有者等に対する文化財防災の普及啓発 

 

《4-2》平時からの取組み 

 文化財を災害から守るためには、文化財それぞれの所在や管理状況を把握したう

えでハザードマップ等によりそれぞれの文化財が抱えているリスクを確認し、防災

訓練や保存場所の換気を定期的に行うなど平時から維持管理の延長として災害に備

えることが必要です。 

 また、文化財保存活用地域計画の作成時に必須となっている文化財調査により作

成された未指定の文化財も含めた文化財リストは、災害発生時の被害状況把握にも

有用であることから、市町村における文化財リストの作成が望まれます。 

 なお、平時からの文化財防災に関する取組みについては、地域住民の参画を得な

がら進めることが重要であり、災害から文化財を守ることだけでなく、地域そのも

のを持続させる動機の１つにもなります。 

【県の主な取組み】 

⚫ 国及び県指定文化財の管理・防災パトロールの実施による管理状況及びリスク

の把握 

⚫ 所有者等及び地域住民の参画による「文化財防火デー」等防火訓練の実施促進 

⚫ 未指定文化財を含めた文化財の所在場所と管理状況把握のための文化財リスト

作成の有用性の理解促進 
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⚫ デジタル技術を活用した、ハザードマップや過去の災害歴などによるリスク確

認手法の検討 

⚫ 未指定文化財も含めた被災資料の一時保管場所への移送方法や保管場所候補リ

スト作成の検討 

 

《4-3》ハード面の整備 

 文化財を災害から守るためには、防災設備の設置・更新、文化財や保管施設の耐

震化などのハード面の整備を行う必要があります。また、ハード面の整備に当たっ

ては、それぞれの環境や状況に応じた効果的な対策を検討する必要があります。 

 なお、建造物や史跡については、災害時に人へ危害を加える可能性があることに

留意する必要があります。そのため、ハード面の整備はもちろん、避難経路の確保

などのソフト面の対策と併せた「人の防災」も重要です。 

【県の主な取組み】 

⚫ 国及び県指定文化財の防災設備の設置・更新、耐震化に対する補助 

⚫ 県指定の建造物の耐震診断の実施の検討 

 

《4-4》文化財防災に係る連携体制の構築 

文化財を災害から守るためには、平時から所有者等、県、市町村、大学等研究機

関、博物館等、修理技術者、各種団体などの関係者・機関・団体が防災に関するネ

ットワークを構築することが重要であり、災害時はこれらの連携体制を活用するこ

とにより、文化財の救助、救援などを円滑に行うことが可能となります。 

また、寺社や旧家等には文化財がまとまって所在していることが多いため、古文

書、民具、建造物等の各分野の関係者による相互の連携・協力が必要です。 

【県の主な取組み】 

⚫ 文化庁や文化財防災センター、近隣都道府県との連携体制構築 

⚫ 山形文化遺産防災ネットワークや、山形県建築士会に登録されているヘリテー

ジマネージャーなどの各種団体等との連携体制構築 

⚫ 文化財所有者・市町村等との平時からの情報共有 

⚫ 庁内関係部局等との平時からの情報共有 

⚫ 被災文化財に対する継続的な支援の在り方の検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 19 山形県内の文化財防災の体制 
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《4-5》災害発生時の対応 

 地震や大雨等の災害によって文化財に被害が生じた場合、文化財所有者や市町

村、県、関係団体等が連携し、初期対応（被害拡大防止、被害状況の把握・共有

等）、応急対応（救出等）、復旧復興（修理等）、被害軽減・予防の各対応を行う

ことが必要です。 

【各主体の役割】 

主体 役割 

文化財所有者 

・文化財の被害状況の確認 

・市町村への被害状況の報告 

・初期対応、応急対応、復旧復興、被害軽減・予防の各対応の検

討・実施 

市町村 

・文化財の被害状況の確認・とりまとめ 

・県への被害状況の報告 

・所有者に対する初期対応から被害軽減・予防までの各対応に係

る技術的・人的支援 

・応援要請の要否の検討・実施 

県 

・文化財の被害状況のとりまとめ 

・文化庁・関係団体への被害状況の報告 

・市町村に対する初期対応から被害軽減・予防までの各対応に係

る技術的・人的支援 

・関係団体等との調整 

 

１ 災害発生時の対応 

（発災直後（災害応急対策）） 

【情報の収集】 

 ① 文化財の所有者・施設管理者は、人命の安全確保を第一に行うことが必要です。 

② 人命の安全確保がなされた後、県は、市町村を経由して文化財の所有者・管

理団体から被害情報を集約します。 

また、災害ボランティアセンター（市町村・市町村社会福祉協議会等）と連

携し、所有者等に対し、被災した文化財に関する相談先を周知します。 

【関係団体等への情報共有】 

③ 集約した情報について、県は文化庁・関係団体に情報提供を行います。（国

指定等文化財は文化庁へ被害報告、県・市町村の指定文化財や未指定文化財は

文化財防災センターへ被害報告をします。） 

   ※被害規模を勘案し、市町村による被害把握が困難と想定される場合は、県も連

携し、被害状況を調査します。現地で状況確認を行うことと併せ、文化財の所

有者等に対して除却や廃棄をせず保存に努めてもらうよう依頼します。 

また、大規模災害発生時には、必要に応じて、近隣県等に相互応援協定に基

づく協力を依頼します。 
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【応急対応】 

 ④ 集約した文化財の被災状況を踏まえ、文化財保全の緊急性を勘案しながら、

文化財の種別ごとに救出の優先順位や手法を検討します。 

⑤ 県、市町村及び関係団体等（山形文化遺産防災ネットワークや、山形県建築士

会に登録されているヘリテージマネージャー等）が協力し、応急の防災活動・搬

出や建造物の被災状況調査等を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 19’ 山形県内の災害時の体制 

（復旧・復興） 

 ○県は、文化財の修復に関し、必要な助言・指導を行います。 

 ○県は、復興事業に伴う埋蔵文化財発掘調査について市町村へ支援を行います。 

（被害軽減・予防） 

 ○県は、所有者等が行う文化財の防災・減災対策の強化等の取組みに対し、必要

な助言・指導を行うとともに、必要に応じて支援を検討します。 

 

２ 特に対応に留意する文化財 

 ○建造物 

  倒壊した建造物又は倒壊の恐れがある建造物について、立入禁止等の安全対策

を講じるとともに、適切な保存措置が図られるよう、所有者又は施設管理者へ呼

びかけを行います。 

  被害状況の把握や応急的な修理方法の検討等に関して、山形県建築士会に登録

されているヘリテージマネージャー等との協力連携を進めていきます。 
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被災前                被災後 

○有形の民俗文化財 

  衣食住、生業、信仰等に用いられる有形の民俗文化財は、被災した場合、廃棄

されてしまう危険性が高い状況にあります。廃棄しないよう呼びかけるととも

に、平時から文化財リストを作成するなどして所有者等に文化財としての価値を

認識してもらう必要があります。 

  

 ○無形の民俗文化財 

  大規模な災害発生後、祭礼や行事等に使用する道具類の被害の把握、無形の民

俗文化財保存団体の状況把握が必要です。被害状況が目に見えづらいことから、

意識して被害状況を把握していきます。 

 

３ その他（対応事例） 

○新庄ふるさと歴史センターの被災文化財への対応 

【令和６年７月 25日からの大雨】 

 山形県内で線状降水帯が２度発生、大雨特別警報も２回発表 

☞ 新庄ふるさと歴史センターにおける被災状況 

 ・排水処理能力を超える水が地階に流入、排水ポンプの機能停止、全館停電 

 ・第１民具室（地下１階）： 最大４㎝ 浸水 

 ・第３民具室（地下２階）： 最大 110㎝ 浸水（約 3,000点の資料が水損） 

 ・機械室（地下２階）  ： 最大 104㎝ 浸水 
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○第３民具室等（地下２階）の被災状況（R6.7.26 撮影） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       第３民具室             第３民具室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       第３民具室              機械室 
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○対応状況 
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○レスキュー活動状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        R6.8.4 床の清掃            R6.8.4 水損資料の移動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

R6.8.9 水損資料の乾燥（カビが発生）  R6.8.19 資料のクリーニング、カビの除去 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  R6.8.19 資料のクリーニング、カビの除去   R6.8.19 処理済み資料の移動・保管 

 

 

  



- 43 - 

 

第５章 推進体制                      

１ 各主体の役割の明確化及び連携による推進体制の充実 

本県の文化財の保存と活用を推進していくためには、県、市町村、文化財の所有

者等、関係機関・団体、県民が、それぞれの立場において連携しながら協働し、

様々な取組みを進めていく必要があります。  

 各主体が、次のような役割を果たしながら取組みを進めることにより、県全体の文

化財の保存と活用の推進体制の充実を図ります。 

 

○県 

県内を広域的にマネジメントする立場として、次の役割が求められます。 

・県全域を見渡した文化財の保存と活用に関する施策を立案し、関係他部局と連

携のもと、市町村域を越えた広域的な取組みを推進すること 

・市町村による地域計画の作成に対する助言や支援を行うこと 

・市町村や所有者等に対して、文化財の保存と活用に関する専門的な知見・技術

に基づく指導・助言を行うこと 

・市町村や所有者等、大学等研究機関等の文化財保護に関わる機関・団体や情報

を繋ぐことにより、文化財の保存と活用の取組みをマネジメントすること 

・未指定文化財も含めて地域に存在する文化財を幅広く調査し、把握すること 

・調査・研究に基づき、適切に文化財の指定を行うこと 

・指定等文化財について、所有者等による維持管理や修理等に対する効果的な支

援を行うこと 

・県所有の文化財は、個人や法人等の民間が所有する文化財の模範として、適切

に保存と活用を行うこと 

・国や他都道府県と、文化財の保存と活用に関する積極的な情報交換や情報の収

集を行い、市町村と情報の共有を図ること 

・県立博物館は県内の博物館等の文化財保護の拠点として、調査研究や教育普及

に取り組むこと 

○市町村 

文化財の保存と活用の取組みを進める最前線を担う立場として、次の役割が求

められます。 

・所有者等に最も近い存在として、文化財の保存と活用に関する課題や悩みを共

有し、相談に応じること 

・地域の実情に応じた文化財の継承活動を持続的に進めること 

・地域に存在する文化財の価値や魅力を地域住民等に分かりやすく伝えること 

・未指定文化財も含めて地域に存在する文化財を幅広く調査し、把握すること 

・調査・研究に基づき、適切に文化財の指定を行うこと 



- 44 - 

 

・指定等文化財について、所有者等による維持管理や修理等に対する効果的な支

援を行うこと 

・文化財保存活用支援団体の指定や文化財保護指導委員の委嘱などを効果的に用

いて、域内の文化財の保存と活用を推進すること 

・市町村所有の文化財は、個人や法人等の民間が所有する文化財の模範として、

適切に保存と活用を行うこと 

○文化財の所有者等 

文化財の継承に当たっては、自身だけでその重責を負わず、県・市町村などの

行政機関や有識者、地域住民等と協力することが重要です。また、必要に応じて

保存活用計画を作成するなど、大切に維持管理し、確実に継承することが求めら

れます。 

○関係機関・団体 

保存会等の文化財の継承活動を行う団体は、その活動の実践による知識や経験

を活かし、地域住民等への文化財の普及や魅力ある地域づくりに寄与するととも

に、担い手を育成することにより文化財の継承に積極的な役割を果たすことが求

められます。 

大学等研究機関は、調査・研究の成果を地域に還元するとともに、専門性の高

い人材の養成を行うことにより、文化財や地域の歴史文化の継承、発展等に積極

的な役割を果たすことが求められます。 

小・中学校、高等学校等の教育機関は、授業や課外活動等において、文化財や

地域の歴史文化に関する学習の機会の創出に努めることが求められます。 

民間事業者等は、文化財や地域の歴史文化についての理解と関心を深め、事業

活動や社会貢献活動の一環として文化財の継承活動への参画や、地域づくりへの

支援等を通じて、文化財の継承に積極的な役割を果たすことが求められます。 

○県民 

地域に伝わる様々な文化財に対する理解や関心を深めるとともに、「自分たち

の文化財」として主体的に継承活動に参画することによって、文化財の保存と活

用の推進に積極的な役割を果たすことが求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 20 
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２ 県の取組方針 

県が前項で示した役割を果たすためには、県の文化財行政所管課を中心に、関係

部局と連携しながら取り組む必要があります。また、市町村や関係機関・団体との

連携、文化庁や文化財防災センター等の国の機関からの指導助言、他都道府県との

情報交換等を通じて、広域的な連携体制の構築も必要です。 

今後、県は、文化財の保存と活用に係る施策の推進に当たって、以下の事項に留

意しながら取り組みます。 

 

⑴ 文化財行政所管課の施策マネジメント力の強化 

文化財の保存と活用に関する事務は、観光文化スポーツ部県民文化芸術振興課

が所管しています。今後、文化財行政所管課は、県全域を見渡した文化財保護に

関する施策の立案と推進、課題への対応等の企画調整を行い、県内の広域的なマ

ネジメント力の強化を図り、各種取組を進めます。 

また、県有施設（博物館２施設）と附属機関を所管しています。 

○県有施設 

◇県立博物館 

本館は昭和 46年（1971年）に開館し、昭和 55年（1980年）に開館した教

育資料館を含め、地学、植物、動物、考古、歴史、民俗、教育の分野を対象

とした総合博物館として、資料の収集や保管、学術的な調査研究、展示によ

る情報発信等を行っています。なお、本館は築 50年を経過し施設・設備の老

朽化が進行している他、立地する国指定史跡「山形城跡」の保存整備のた

め、将来的に現地から移転の必要があることから、移転整備に向けた検討を

進めています。 

◇県立うきたむ風土記の丘考古資料館 

平成５年（1993年）に開館し、重要文化財に指定されている押出遺跡出土

品、水木田遺跡出土品をはじめとする多数の考古資料を保管・管理していま

す。平成 18年度からは指定管理者として高畠町が管理運営を行っています。

なお、開館から 28年が経過し、施設の老朽化も目立ってきていることから、

県有建物長寿命化計画に基づき計画的に改修を行っています。 

○附属機関 

◇文化財保護審議会 

条例第 36条の２の８により設置された知事の諮問機関です。各文化財種別

に関する専門的な知見を有する学識経験者で構成され、知事の諮問に応じ

て、文化財の保存と活用に関する重要事項について調査審議し、答申しま

す。また、必要に応じて、それら事項に関して建議します。 
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表２ 県の所掌事務（令和８年度） 

 

⑵ 文化財行政所管課の専門性の確保 

文化財の保存と活用に当たっては、文化財の専門的な知識と技術が不可欠です

が、現在、文化財行政所管課における専門職員の配置は埋蔵文化財分野のみであ

り、各種事業の実施に当たっては、専門的な知見や技術を有する外部有識者の協

力を得て取り組んでいます。 

国の文化審議会の答申19においては、文化財保護業務を知事部局へ移管する際に

講ずべき措置として「文化財担当部局への専門的な知見を持つ職員の配置の促進

や、配置された職員の専門性向上のための研修などの充実」があり、職員の専門

性の確保・向上の必要性が示されています。 

また、県実態調査では、今後の県の取組みへ期待することとして、多くの県指

定文化財所有者等から「文化財に対する専門的かつ技術的な助言・指導がほし

い」への回答があり、また、半数近い市町村からも同様の回答があったほか、自

由記述として「県に専門職員を配置し、専門的な指導助言を得たい」との意見も

あるなど、職員に対する専門性の確保・向上が求められています。 

 
19 平成 29 年（2017 年）５月 19 日付けの文部科学大臣からの諮問に対して、平成 29 年（2017 年）12

月８日付けで文化審議会が答申した『文化財の確実な継承に向けたこれからの時代にふさわしい保存

と活用の在り方について（第一次答申）』による。 

役割 担当 所掌事務 

所管課 

県
民
文
化
芸
術
振
興
課 

博物館・

文化財保

存活用室 

文化財保

存係・埋

蔵文化財

担当 

文化財の保存に関すること 

埋蔵文化財に関すること 

銃砲刀剣類の登録及び製作承認に関すること 

県立うきたむ風土記の丘考古資料館に関すること 

（公財）山形県埋蔵文化財センターに関すること 

博物館・

文化財活

用担当 

文化財の活用に関すること 

「未来に伝える山形の宝」登録制度に関すること 

日本遺産担当 日本遺産に関すること 

県有施設 

県立博物館 

資料の収集・保管、調査研究、展示・教育普及に関

すること 

【ホームページ】http://www.yamagata-museum.jp/ 

県立うきたむ風土記の丘考古資

料館 

考古資料の収集、保管及び展示に関すること 

【ホームページ】http://ukitamu.pupu.jp/ 

附属機関 文化財保護審議会 
文化財の保存と活用に関する重要事項について調査

審議すること 

事業名 協力者・機関 協力内容 

文化財保護管理指導業務 文化財保護指導委員 
国及び県指定文化財の管理状況の巡

回 

県指定文化財保存実態調査 
県指定文化財保存実態調

査調査員 
県指定文化財の損傷状態等の調査 
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表３ 県が実施する事業及び協力者・機関一覧 

 

⑶ 県の関係他部局等との連携の強化 

文化財行政所管課における文化財の保存と活用に関する施策の推進に当たり、

より効果的、効率的に各種取組を進めるため、関係部局等との連携の強化を図り

ます。 

分野 部局・担当課 連携内容の例 

文化 
県民文化館（県民文化芸術振興課県民文

化館・西口広場にぎわい創出推進室） 
民俗芸能等の上演機会の確保 

観光 
観光文化スポーツ部国際観光・高付加価

値創出課、観光プロモーション課 
文化財を活かした観光振興 

広報 総務部広報広聴推進課 
ＳＮＳ等を活用した広報 

県政広報媒体を活用した広報 

人事 総務部人事課 
組織体制の充実 

専門職員の確保 

財政 総務部財政課 予算の確保 

公文書管理 
公文書センター（総務部高等教育政策・

学事文書課） 
歴史的公文書の管理及び保存 

防災 防災くらし安心部防災危機管理課 文化財の防災 

自然保護 環境エネルギー部みどり自然課 天然記念物の保護に関する支援 

技術支援 
工業技術センター（産業労働部産業創造

振興課） 
文化財の科学調査に関する支援 

建築 県土整備部建築住宅課 
建築基準法への対応 

建造物の保存修理に関する支援 

景観 

環境エネルギー部環境企画課、エネルギ

ー政策推進課、みどり自然課 

農林水産部農村計画課 

県土整備部県土整備企画課用地対策室、

都市計画課、河川課 

景観の保全 

教育 

教育局生涯教育・学習振興課、義務教育

課、特別支援教育課、高校教育課 

社会教育との連携 

生涯学習との連携 

学校教育との連携 

県立図書館（生涯教育・学習振興課） 歴史資料の保全 

防犯 県警察本部 文化財の防犯 

表４ 関係部局等との連携の例（部局・担当課名は令和８年度現在） 

 

 

 

「未来に伝える山形の宝」

登録制度推進事業 

「未来に伝える山形の宝」

審査委員会委員 

申請のあった取組みの登録の可否及

び抹消に関すること並びに補助事業

の採択に関することを審査 

銃砲刀剣類登録事務 銃砲刀剣類登録審査委員 銃砲刀剣類所持等取締法に基く審査 

特別天然記念物カモシカ保

護地域調査 

カモシカ保護地域調査指

導委員 

カモシカの保護地域における生息状

況、生息環境等の調査 

山形県民俗芸能懇話会 
各地域の民俗芸能団体代

表者 

民俗芸能に関する課題及び今後の施

策展開への助言 
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⑷ 県所有の文化財の適切な保存と活用の推進の強化 

県が所有する国及び県指定文化財は、建造物３件、美術工芸品 12件、史跡２

件、天然記念物３件の合計 20件です。このほか、国が所有し県が管理している文

化財などもあります。 

これらの県所有の文化財は、個人や法人等の民間が所有する文化財の模範とし

て、適切に保存と活用を行っていく必要があります。特に、建造物については、

県民を巻き込んだ継承活動を展開することにより、郷土愛の醸成につながること

も期待されます。 

指定区分 種別 文化財名称 保存と活用の状況 

国 

国宝 考古資料 
土偶 
 附 土偶残欠 山形県西ノ前遺
跡出土 

山形県立博物館において常設展示 

重要文化財 建造物 旧山形師範学校本館 
山形県立博物館分館「教育資料館」
として公開、昭和 53～57 年修理実施 

重要文化財 建造物 山形県旧県庁舎及び県会議事堂 
山形県郷土館「文翔館」として公開、
昭和 62～平成 7 年修理実施 

重要文化財 考古資料 

山形県押出遺跡出土品 
 附 漆付着土器残欠 
   彩漆土器残欠 
     赤漆塗製品残欠 

山形県立うきたむ風土記の丘考古資
料館にて保管、平成 10～17 年修理実
施 

重要文化財 考古資料 
山形県水木田遺跡出土品 
土器・土製品 
石器・石製品 

山形県立うきたむ風土記の丘考古資
料館にて保管、平成 26、28～30、令
和元年修理実施 

県 

有形文化財 建造物 旧山形師範学校講堂 山形県立山形北高等学校にて管理 

有形文化財 絵画 油彩山形市街図 高橋由一筆 山形県郷土館「文翔館」にて保管 

有形文化財 考古資料 

大之越古墳出土品 
 一．刀剣類 
 一．鉄片 
 一．工具類 
 一．土器 
 一．馬具類 

山形県立博物館にて保管 

有形文化財 考古資料 
お花山古墳群出土品 
 附 鉄鏃残欠    一括 
   円筒埴輪残欠 一括 

山形県立うきたむ風土記の丘考古資
料館・（公財）山形県埋蔵文化財セ
ンターにて保管、平成 18～23、令和
２年修理実施 

有形文化財 考古資料 
俵田遺跡祭祀遺構出土品 
附 木製品残欠  一括 

（公財）山形県埋蔵文化財センター
にて保管 

有形文化財 考古資料 生石２遺跡出土弥生土器 
（公財）山形県埋蔵文化財センター・
山形県立博物館にて保管 

有形文化財 考古資料 人体装飾付土器 
（公財）山形県埋蔵文化財センター
にて保管 

有形文化財 考古資料 円面硯 
山形県立うきたむ風土記の丘考古資
料館にて保管 

有形文化財 歴史資料 羽州川通絵図 山形県立博物館にて保管 

有形文化財 歴史資料 西村山郡役所文書 
山形県総務部高等教育政策・学事文
書課分室 県史資料室にて保管 

民俗文化財 有形 ニセミノ 
山形県立博物館にて保管（15点のう
ち５点、残り 10 点は尚古館（山形市
長谷堂）にて保管） 

記念物 史跡 一里塚 ― 

記念物 史跡 高瀬山古墳 ― 

記念物 天然記念物 ひとでの化石 山形県立博物館にて公開 

記念物 天然記念物 琵琶沼 山形県立博物館にて管理 

記念物 天然記念物 ヤマガタダイカイギュウ化石 山形県立博物館にて保管 

表５ 県が所有する国及び県指定文化財一覧 
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⑸ 関係機関・団体との連携の強化 

文化財は広く県内各地域に分布・存在し、その在り方も多様であるため、指定文

化財であっても行政機関や所有者等だけで課題を解決することは困難です。そのた

め、文化財の保存と活用に関わる関係機関・団体と連携し、対応することが効果的

です。 

例えば、大学等研究機関における歴史学や考古学、美術史学、民俗学、生物学、

造園学、建築史学、土木工学等の様々な分野と連携し、それらの最先端の研究成果

を活かした取組みを行うことが考えられます。 

また、必要に応じて関係機関・団体とスムーズな連携が図られるよう、連携協定

の締結等の方法によって日頃から連携体制を構築することも重要です。 

 

団体名称 活動内容 

公益財団法人山形県生涯学習文
化財団 

重要文化財「山形県旧県庁舎及び県会議事堂（文翔館）」を指
定管理者として管理運営し、本県の文化の振興を図るための
取組みを行っています。 

公益財団法人山形県埋蔵文化財
センター 

埋蔵文化財の発掘調査と埋蔵文化財を対象とした普及啓発業
務を行っています。 

一般社団法人山形県文化財保護
協会 

『羽陽文化』の発行や川崎浩良賞の顕彰により、本県の文化
財保護に関する活動を行っています。 

山形文化遺産防災ネットワーク 
地域の文化遺産を災害から守るために設立されたボランティ
ア団体で、災害時の文化財保全の呼びかけやレスキュー活動
を行っています。 

一般社団法人山形県建築士会 
「ヘリテージマネージャー養成講習会」を実施し、歴史的建
造物の保存と活用を通したまちづくりを担う人材の育成を行
っています。 

伝承文化支援研究センター 
祭り・芸能・行事・信仰・生業技術・口承文芸等の伝承文化を
対象に、実践的な支援・協力やその在り方の研究を行ってい
ます。 

公益財団法人やまがた森林と緑
の推進機構 

県内の樹木の樹勢回復に関する相談に応じています。 
一般社団法人日本樹木医会山形
県支部 

国立大学法人山形大学 
文化財の保存と活用に関する学術研究と人材育成を担うとと
もに、専門的知見や技術的な面から地域社会への支援を行っ
ています。 

学校法人東北芸術工科大学 

文化財の保存と活用に関する学術研究と人材育成を担うとと
もに、専門的知見や技術的な面から地域社会への支援を行っ
ています。また、「文化財保存修復研究センター」は、東北地
方唯一の施設・設備と修理技術者等を有しており、絵画、彫
刻、工芸品、歴史資料、埋蔵文化財を対象とした保存修復や
保存科学研究を行っています。 

表６ 関係機関・団体との連携の例 

 

⑹ 市町村に対する支援の充実 

文化財は、地域に根ざし、地域を母体として育まれてきたものが多いことか

ら、それぞれの地域を管轄する市町村が主体となって取り組んでいく必要があり

ます。そのため、県は、市町村との役割分担を行い、市町村が円滑に取組みを実

施できるよう支援していくことが必要であり、以下の支援の充実を図ります。 
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① 広域的な取組みに対する支援 

県は、複数の市町村にまたがり広域的に分布する文化財や、テーマで関連づ

けられる文化財に関する取組みについて、市町村間の連携が促進されるよう支

援します。 

 また、それぞれの市町村において重要な課題として認識されていても、その

性質や規模から１つの市町村では解決が困難な課題について、県が中心となっ

て解決のための方策を検討します。 

② 人材育成に対する支援 

文化財保護行政を担う市町村職員は、様々な文化財を適切に取り扱う必要が

あり、幅広い知識や技術が求められます。そのため、市町村職員を対象とする

研修会を開催するなど、様々な業務に対応できるよう人材育成に対する支援を

行います。 

研修の実施に当たっては、国の動向や他都道府県の状況、専門的な知識や技

術等の情報提供のため、国や他都道府県・市町村、大学等から講師を招聘し、

内容の充実に努めます。 

表７ 県が実施している研修等 

③ 関係機関・団体との連携等に対する支援 

市町村と関係機関・団体との円滑な連携が図られるよう、県と関係機関・団

体との連携状況の情報提供や、個別の市町村と関係機関・団体との連携調整な

どの支援を行います。 

また、法で位置付けられている、市町村による文化財保存活用支援団体の指

定についても、地域の実情に即した連携が図られるよう助言等を行います。 

 

  

分 野 研修名称 内容 

全般 
山形県文化財保護行政
関係者連絡会 

文化財保護行政の取組みや実務上の課題等に関する研
修及び意見交換を行い、今後の更なる文化財保護行政
の向上に資することを目的として実施しています。 

埋蔵文化財 市町村文化財担当者研修 
市町村文化財担当者の埋蔵文化財に関する知識・発掘
調査技術の向上を図ることを目的に講習・実地研修を
実施しています。 

博物館 
山形県博物館連絡協議
会研修会 

県内６地区の会員館持ち回りで博物館活動に資する研
修会を開催しています。 
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３ 大綱に掲げる基本方針の推進 

今後、各主体は自らの体制の整備に努めながら、それぞれの役割に応じ、連携を

図りながら大綱に掲げる基本方針に係る取組みを推進していきます。そのため、県

では、大綱の進行状況の把握・確認に努め、また必要に応じて内容の見直しを行い

ます。 

 

⑴ 大綱の進行管理 

毎年度、大綱に掲げる基本方針に基づく各種取組みの進行状況を把握し、文化

財保護審議会へ報告のうえ、評価・検証を行うことにより、次年度以降の施策展

開に向けた検討につなげます。 

なお、文化財保護に関する取組みは、一時的には効果が見えなくとも、継続す

ることにより効果が発揮されることが特徴であり、その効果は数値によって計測

できない場合も多いことから、評価・検証に当たっては、中長期的な視点に立

ち、定量的及び定性的に行います。 

  

⑵ 大綱の見直し 

大綱の見直しに当たっては、市町村による地域計画の作成状況とその内容を把

握することにより、地域の実態に即したものとなるよう十分に配慮しながら、条

例第 36条の３に基づき、知事が文化財保護審議会に対して変更の諮問を行い、諮

問を受けた文化財保護審議会は、文化財保存活用大綱策定作業部会を設置して調

査審議し、知事に変更を答申します。 
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おわりに                          

１ 市町村による地域計画の作成の推進 

大綱は、本県の文化財の保存と活用の方向性を示すものであり、文化財が確実に

継承されるためには、それぞれの市町村による各地域や所有者等の実態に則したき

め細かな取組みが不可欠です。また、それらの取組みは一時的・一過性のものでは

なく、中長期的な展望のもと、創意工夫による改善を行いながら安定的・継続的に

実施されることにより真に効果を発揮します。 

そのためには、市町村が大綱を勘案したうえで、それぞれの市町村の総合発展計

画等のマスタープランに則った地域計画を作成することにより、文化財保護行政の

中長期的な展望を示し、地域の実情に応じた取組みを展開することが望まれます。 

しかしながら、令和３年（2021年）５月に文化庁が実施した調査20では、県内市町

村の約６割が「地域計画の作成を検討する予定はない又は検討済みで作成しない」

と回答しており、その理由としては、「地域計画を作成する人員が不足している」

の回答が最も多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県は、市町村による地域計画の作成が促進されるよう、適時、的確な情報提供を

始め、文化庁との調整や助言等の支援を行います。また、小規模市町村について

は、複数の市町村の合同による作成を促すなど、積極的な支援に努めます。  

 
20 令和３年（2021 年）５月現在で文化庁が実施した「令和３年度文化財保存活用地域計画に係るア

ンケート」による。全国の市町村の「地域計画の作成を検討する予定はない又は検討済みで作成しな

い」の回答は約４割。 

図 21 

図 22 
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２ 次世代への継承に向けて 

県内に伝えられてきた数多くの文化財は、それぞれの土地に根ざし、長年にわた

って育まれてきたものであり、本県の豊かな歴史や文化を表しています。 

また、所有者等を始めとして、幾世代を超えて多くの人々が不断の努力によって

守り伝えてきたからこそ、今を生きる私たちも貴重な文化財を目にすることができ

ていることを忘れてはなりません。私たちは、こうした先人たちの想いと行動を受

け継ぎ、「山形らしさ」の源である文化財を、しっかりと未来へつなげることが求

められます。 

しかしながら、現在、文化財を取り巻く環境はかつてないほど厳しくなっていま

す。特に、急速に進行している過疎化や少子高齢化によって、これまで文化財を守

り伝えてきた地域社会、寺社や旧家、郷土史家などの様々な基盤が大きく揺らいで

います。また、私たち一人ひとりの生活を顧みても、多様なライフスタイルと価値

観があり、世代間でも行動や思考は異なります。そのため、これまでと同様の方法

で、今後も文化財を守り伝えていくことは非常に難しいという事実を受け止める必

要があります。 

今後の文化財の確実な継承に当たっては、まずは県民一人ひとりが自分の身近に

存在する文化財に触れ、自身と文化財の接点を実感しながら、その魅力を認識する

ことが出発点になります。また、行政は、県民に「文化財は地域の現在や未来にと

って必要である」との理解が得られるように、文化財の内容や価値を丁寧に伝えて

いかなければなりません。そのうえで、これまで以上に所有者等はもちろんのこと

様々な関係者が連携し、地域社会が一体となって、或いは、従来は文化財から縁遠

かった分野の人々と交流しながら、文化財を継承する取組みを進めることが肝要で

す。 

県民一人ひとりから「山形県の豊かな自然や歴史文化を、次の世代にも永く引き

継ぎたい」という想いが自然と溢れ、県内各地で文化財を活かした地域づくりが進

められている―。そのような山形県を実現させるために、県は本大綱の方針に基づ

き取り組んでいきます。 

 

 


